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年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 4 件



愛知国民年金 事案 3540 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年１月から同年 12 月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年４月から 56 年９月まで 

             ② 昭和 57 年１月から同年 12 月まで 

    私の国民年金については、昭和 54 年４月頃に母親がＡ市Ｂ区役所へ出向

き、加入手続を行ってくれた。加入手続時に、２年前に遡って国民年金に加

入できるとの説明を受け、私のお金を管理していた母親が２年分の保険料を

一括して納付してくれた。国民年金の被保険者資格取得日が、52 年４月１

日とされているのは、そのような経緯があったからである。加入手続後の昭

和 54 年度以降の保険料についても母親が私自身の銀行口座から振替で、か

つ、年払いで納付する手続をしてくれていたはずなので、申立期間①及び②

の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、30 年以上にわたる国民年金加入期間において申立期間を除き保

険料の未納は無く、その納付済期間の大半は前納制度を利用して納付している

上、申立人の国民年金加入手続及び申立期間の保険料を納付したとする母親に

ついても、国民年金に任意加入し、加入期間は全て定額保険料とともに付加保

険料を納付していることから、申立人及びその母親の年金制度への関心及び保

険料の納付意識は高かったものとみられる。 

また、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申立人の国民年金被保険者資

格取得に係る書類受付年月日は昭和 58 年 11 月 14 日と記録されていることが

確認でき、これ以前に申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出され

た形跡は見当たらないことから、同年 11 月頃に初めて申立人の国民年金加入

手続が行われ、52 年４月１日まで遡って被保険者資格を取得する事務処理が



行われたものとみられる。このため、この加入手続時期を基準とすると、母親

は申立期間②の保険料を遡って納付することが可能であった。 

さらに、国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）、オンライン記録及び

Ａ市の国民年金被保険名簿によると、申立期間②直前の昭和 56 年 10 月から同

年12月までの期間及び申立期間②直後の58年１月から同年３月までの期間の

保険料は、遡って過年度保険料として納付されていることが確認でき、母親は

申立人に係る国民年金の加入手続後に保険料の未納の解消に努めていたこと

がうかがえるところ、申立人が居住していた同市では、国民年金窓口において

過年度保険料に係る納付書の発行が可能であったとしていることから、12 か

月と短期間である申立期間②の保険料を母親が納付していたとしても不自然

ではない。 

一方、申立期間①については、前述のとおり、申立人の国民年金加入手続は、

昭和 58 年 11 月頃に行われたとみられることから、申立期間①当時は国民年金

に未加入であり、保険料を納付することはできなかった上、この加入手続時期

を基準とすると、申立期間①については既に時効（２年）が完成しているため、

母親は保険料を遡って納付することもできなかったものとみられる。 

また、申立人は、昭和 54 年度以降の保険料については、銀行口座から振替

で保険料を納付したとしているものの、Ａ市の国民年金口座振替対象者一覧表

によると、申立人に係る保険料の口座振替が開始された時期は昭和 59 年１月

以降であることが確認でき、申立人の主張と符合せず、保険料が納付されてい

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間①の保険料を納付したことを示す関連資料（確定

申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間①の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和57年１月から同年12月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。



愛知国民年金 事案 3541 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年４月から 45 年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年４月から 41 年３月まで 

             ②  昭和 43 年４月から 45 年３月まで 

    私は、昭和 35 年４月から 39 年３月までＡ市Ｂ区にあった事業所に住み込

みで勤務しており、事業主の妻が私の国民年金保険料を納付してくれていた。

婚姻後は、夫が私の保険料を振り込んでくれたこともあったが、主に私が夫

の分と一緒に集金人に保険料を納付していた。納付を証明するものは無いが、

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国

民年金手帳記号番号は、昭和41年６月頃にＡ市Ｃ区において払い出されており、

申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらな

いことから、この頃に申立人の国民年金加入手続が行われ、この加入手続の際

に、申立人が20歳に到達した37年＊月まで遡って被保険者資格を取得する事務

処理が行われたものとみられる。このため、この加入手続時期を基準とすると、

申立期間②の保険料は現年度保険料として納付することが可能であった。 

また、申立人は、申立期間②当時Ａ市に居住し、集金人に保険料を納付して

いたとしているところ、同市では、昭和37年11月から集金人（国民年金推進員）

が保険料を収納していたことから、申立人の主張と一致する。 

さらに、申立期間②直前の昭和41年度及び42年度並びに申立期間②直後の45

年度から申立人が60歳に到達する月の前月までの30年間以上の長期間にわた

る国民年金加入期間の保険料は全て納付済みとされている上、申立人は、婚姻

（昭和39年６月届出）後の保険料は、主に申立人自身が夫の分と一緒に納付し

ていたとしており、その夫に係る申立期間②の保険料は全て納付済みとされて

いることから、24か月と比較的短期間である申立期間②の保険料については、

申立人が納付していたとしても不自然ではない。 



一方、申立期間①のうち、昭和37年＊月から39年３月までについては、申立

人は、自身で国民年金加入手続を行った記憶は無いとしており、保険料納付に

も直接関与しておらず、当該期間に係る申立人の保険料納付を行っていたとす

る当時勤務していた事業所の事業主の妻は、集金人に保険料を納付していた記

憶はあるものの、納付金額及び納付時期についての記憶は明確ではないとして

いる。申立期間①のうち、同年４月から41年３月までについては、申立人は、

当該期間に係る保険料の納付金額及び納付時期についての記憶は無く、夫によ

ると、夫が納付したとする申立人の保険料の納付金額、納付時期及び納付対象

期間については覚えていないとしている。これらのことから、申立期間①に係

る国民年金の加入手続及び保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、前述のとおり、申立人の国民年金加入手続は昭和41年６月頃に行われ

たとみられることから、申立人は申立期間①当時、国民年金に未加入であった

ため、申立期間①の保険料を納付することはできず、この加入手続時期を基準

とすると、申立期間①のうち、37年＊月から39年３月までについては、既に２

年の時効が成立しており、遡って保険料を納付することもできなかったものと

考えられる。 

さらに、申立期間①のうち、昭和39年４月から41年３月までについては、上

記のとおり、申立人の国民年金加入手続時期を基準とすると、過年度保険料と

して納付することは可能であったものの、申立人は遡って保険料を納付した覚

えは無いとしている上、申立人は集金人に保険料を納付していたとしているが、

Ａ市では、集金人（国民年金推進員）は過年度保険料を取り扱っていなかった

としていることから、当該期間の保険料を納付していたとまでは推認すること

はできない。 

加えて、申立人は、申立期間①のうち、昭和37年＊月から39年３月までにつ

いては、当該期間に申立人と同様に事業主の妻が保険料を納付していたとする

同僚に納付記録があること、同年４月から41年３月までについては、夫に納付

記録があることから、申立人自身の納付記録が無いことに疑問を持っているも

のの、国民年金手帳記号番号払出簿検索システム及び国民年金手帳記号番号払

出簿によると、同僚及び夫については、いずれも当該期間当時に既に国民年金

手帳記号番号が払い出されており、その後に保険料が納付されていることが確

認できる。これに対し、上述のとおり、申立人の国民年金手帳記号番号の払出

しは、同年６月頃とみられることから、状況が異なり、同僚及び夫の納付記録

をもって、申立人及びその夫並びに事業主の妻が申立人に係る申立期間①の保

険料を納付していたとまでは推認することはできない。 

このほか、申立人及びその夫並びに事業主の妻が申立期間①の保険料を納付

していたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、申立期間①の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和43年４月から45年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



愛知厚生年金 事案 7655 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成６年 12 月から７年３月までは 44 万円、同年４月、同年５月及び同年７月

は 41 万円、同年８月は 38 万円、同年 10 月は 47 万円、同年 11 月から８年７

月までは 22 万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成７年６月及び同年９月については、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額に係る記

録を 44 万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 12 月から８年７月まで 

    ねんきん定期便を確認したところ、申立期間の標準報酬月額が低い記録に

なっているので適正な標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成６年12月から７年５月までの期間、同年７月及び同年

８月、同年10月から８年７月までの期間については、申立人から提出された給

料支払明細書により、申立人は、36万円から59万円までの標準報酬月額に相当

する給与を支給され、22万円から47万円までの標準報酬月額に見合う厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 



したがって、当該期間の標準報酬月額については、給料支払明細書において

確認できる総支給額から、平成７年４月、同年５月及び同年７月は41万円、同

年８月は38万円とし、給料支払明細書において推認できる保険料控除額から、

６年12月から７年３月までは44万円、同年10月は47万円、同年11月から８年７

月までは22万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、平成７年６月及び同年９月については、上記給料支

払明細書により、申立人は、その主張する標準報酬月額（44万円）に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は不明と回答しているが、上記給料支払明細書において

確認若しくは推認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と

オンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事

業主は、上記給料支払明細書で確認若しくは推認できる報酬月額又は保険料控

除額に見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料（訂正前の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 7656 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 43 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 6,000 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年 10 月 31 日から同年 11 月１日まで 

    申立期間については、Ａ社入社後の間もない頃であったが、同じ営業所に

継続して勤務していたのは間違いないので、厚生年金保険の記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社及びＢ社の厚生年金保険被保険者記録が認められる複数の同僚の証言

並びに申立人の申立てに係る具体的な証言から判断すると、申立人はＡ社及び

同社の関連事業所であるＢ社に継続して勤務し（Ａ社からＢ社に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

なお、異動日については、申立人と同時期にＡ社からＢ社に異動した記録が

認められる同僚の雇用保険記録によると、Ａ社における離職日は昭和 43 年 10

月 31 日とされており、同日まで同社に勤務していたことが認められることか

ら、同年 11 月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の昭和 43 年９月の記録から、２万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪



失日を昭和 43 年 11 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年 10 月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が

同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当

した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期

間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案 7657 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、11 万 6,000 円に訂

正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 16 年７月 15 日 

    申立期間にＡ社から賞与の支給があり、保険料も控除されていたと記憶し

ているが、当該賞与の記録が無いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成 16 年分給与所得の源泉徴収票及び平成 17 年度

（16 年分所得）市民税・県民税証明書により、申立人は申立期間において、

Ａ社から賞与の支給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記源泉徴収票等により推認でき

る保険料控除額から 11 万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は資料が無く不明と回答しているが、Ａ社が加入する

Ｂ厚生年金基金にも当該期間に係る賞与の記録が無く、事業主が当該期間の賞

与支払届を提出したにもかかわらず、厚生年金基金及び社会保険事務所（当時）

の双方が申立人に係る記録の処理を誤ることは考え難い上、同僚から提出され

た当該期間に係る賞与明細書により、当該同僚も申立人と同様に、賞与から厚

生年金保険料を控除されているにもかかわらず標準賞与額に係る記録が無く、

申立人及び当該同僚について、社会保険事務所がいずれも記録の処理を誤った

とは考え難いことから、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務

所に提出しておらず、その結果、社会保険事務所は、申立期間の標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 7658 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格喪失日に係る

記録を昭和 40 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000 円

とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    申立期間において、Ａ社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｂ支社から提出された健康保険厚生年金保険失業保険被保険者台帳及

び同社の回答から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 40 年４

月１日に同社Ｂ支社から同社Ｃ支社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の健康保険厚生年金保険

被保険者原票の昭和 40 年２月の記録から、１万 8,000 円とすることが妥当で

ある。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、確認できる資料が無いため不明としているが、事業主が資格

喪失日を昭和 40 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当

時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業

主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 7659 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格喪失日に係る

記録を昭和 40 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円

とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    申立期間において、Ａ社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社Ｂ支社から提出された健康保険厚生年金保険失業保険被保険者台帳及

び同社の回答から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 40 年４

月１日に同社Ｂ支社から同社Ｃ支社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の健康保険厚生年金保険

被保険者原票の昭和 40 年２月の記録から、３万 6,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、確認できる資料が無いため不明としているが、事業主が資格

喪失日を昭和 40 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当

時）がこれを同年３月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業

主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は

保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案 7660 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る

記録を昭和45年６月21日とし、申立期間①の標準報酬月額を10万円とすること

が必要である。 

また、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＢ社における資格喪失日

に係る記録を昭和51年２月１日に訂正し、申立期間②の標準報酬月額を20万円

とすることが必要である。 

なお、申立期間①及び②の事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年５月 31 日から同年６月 21 日まで 

             ② 昭和 51 年１月 31 日から同年２月１日まで 

    私は、Ａ社を昭和 45 年６月 20 日に退職した。後任者との業務引継書（同

年６月 20 日付）、失業保険被保険者離職票（離職日：同年６月 20 日）など

の控えから、勤務していたことは間違いない。また、Ｂ社では 51 年１月 31

日まで勤務していた。記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人から提出された給与明細書、引継書及び失業保

険被保険者離職票により、申立人が当該期間においてＡ社に継続して勤務し、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、上記給与明細書において確認

できる厚生年金保険料控除額から、10万円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和45年５月31日に厚生年金保険

の適用事業所でなくなっていることが確認できるところ、申立期間①当時同社

で経理事務を担当していた同僚が、「申立人が辞めた後、残務整理のため10名

ほど残っており、昭和45年７月ぐらいまで勤務していた。」と証言しているこ



とから、同社は当該期間において厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を

満たしていたものと判断される。 

なお、事業主が申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料を納付したか否か

については、元事業主から回答が得られないものの、Ａ社は当該期間において

厚生年金保険の適用事業所の要件を満たしていながら、事業主が社会保険事務

所（当時）に届出を行っていなかったと認められることから、事業主は、当該

期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、申立人から提出された給与支給明細書により、申立人

が当該期間においてＢ社に継続して勤務し、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、上記給与支給明細書において

確認できる厚生年金保険料控除額から、20万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料を納付したか否か

については、事業主は不明としているが、申立人のＢ社における健康保険厚生

年金保険被保険者原票の資格喪失日が雇用保険の記録と符合していることか

ら、公共職業安定所及び社会保険事務所の双方が誤って記録したとは考え難く、

事業主が昭和51年１月31日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年１月の保険料について納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に

充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申

立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



愛知厚生年金 事案 7661 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 34 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年４月 20 日から同年５月１日まで 

    私は、昭和 33 年 12 月 1 日にＡ社に入社し 37 年７月１日まで継続して勤

務した。途中で社名が変わったことを覚えている。 

    しかし、年金記録を確認したところ、Ａ社Ｂ工場設立のため、転勤した際

の申立期間について、１か月の空白があることが分かった。 

    継続して勤務していたのは間違いないので、申立期間について、厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚が、「申立人と一緒に異動した。」と証言しており、また、異動の

理由、時期等の証言内容が申立人の証言と一致していることから判断すると、

申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和34年５月１日に同社本社から同社Ｂ工場

に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における健康保険

厚生年金保険被保険者名簿の昭和34年３月の記録から、8,000円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主



が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行った否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

 



愛知（静岡）厚生年金 事案 7662 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和35年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万2,000円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年７月１日から同年 10 月１日まで 

    私は、昭和30年４月にＢ社へ入社し、同年５月に同社Ｃ支店へ転勤となっ

た後、40年３月に退職するまで継続して勤務しており、35年７月１日には、

同社同支店がＡ社に社名変更されたと記憶している。 

    申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間が空白となっているので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を挙げているＡ社の同僚の証言及び申立人と同様に、昭和35

年７月１日にＢ社において厚生年金保険被保険者資格を喪失し、同年10月１日

にＡ社において資格を取得した申立人と同一の勤務形態及び職務内容の同僚

から提出された同社の社名が記載されている給料支払明細書（以下「同僚の給

料明細書」という。）から判断すると、申立人は申立期間において申立てに係

るグループ会社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、前述の同僚の給料明細書によると、申立期間に係る厚生年金保険料が

控除されていることが確認できることから、申立人についても、申立期間にお

いて、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められ

る。 

一方、事業所別被保険者名簿によると、Ａ社は、昭和35年10月１日に厚生年

金保険の適用事業所となっており、申立期間に適用事業所であった記録は確認

できないものの、商業登記簿謄本によると、同社の設立日は同年６月３日であ



るとともに、複数の同僚の雇用保険記録及び証言により、６人以上の従業員が

常時勤務していたと推認できることから、当時の厚生年金保険法に定める適用

事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

また、申立期間の標準報酬月額については、前述の同僚の給料明細書による

と、当該同僚は、Ｂ社における資格喪失時（昭和35年６月）の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を給与から控除されていることから、申立人の同社にお

ける健康保険厚生年金保険被保険者名簿の同年６月の記録から、１万2,000円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、申立期間におい

て適用事業所でありながら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行ってい

なかったと認められることから、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 



愛知（三重）厚生年金 事案 7663 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ営業所における資格取得日に係

る記録を昭和 52 年８月 22 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万 2,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

             

  ２ 申立内容の要旨 

 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年８月 22 日から同年９月 20 日まで 

Ａ社本社から同社Ｂ営業所に異動した際の厚生年金保険の記録が無い。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された人事資料（在職証明書及び従業員名簿）及び同社の回答、

並びに雇用保険の記録により、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 52 年

８月 22 日に同社本社から同社Ｂ営業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の健康保険厚生年金保険

被保険者原票の昭和 52 年９月の記録から、９万 2,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は当時の資料が無く不明としており、ほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



愛知国民年金 事案 3542 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年７月から 54 年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

また、申立人の昭和 54 年４月から 60 年２月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年７月から 54 年３月まで 

             ② 昭和 54 年４月から 60 年２月まで 

    私は、昭和 54 年７月頃、Ａ市Ｂ区役所か同区役所Ｃ支所で、国民健康保

険の加入手続と同時に国民年金の加入手続を行った。その時、職員から「未

納の昭和 52 年７月から 54 年３月までの保険料は、遡ってまとめて納付して

ください。」と言われたが、多額であったため納付できないことを伝えると

「免除にしておきます。しかし、当年度分の保険料は納付してください。」

と言われた。そこで、申立期間①の保険料は遡って免除申請を行い、申立期

間②のうち、同年４月から同年７月頃までについては、まとめて納付し、同

年８月頃から 59 年３月までについては、毎月納付書により自分で納付して

いたように思う。同年４月から 60 年２月までについては、妻も国民年金に

加入していたため、妻が２人分の保険料を一緒に納付していた。この期間の

保険料については、妻は納付済みにもかかわらず、私だけが申請免除とされ

ている。申立期間①の保険料が免除されていたこと、及び申立期間②の保険

料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立期間①及び②のうち昭和 54 年４月から 55

年３月までの保険料については未納とされ、申立期間②のうち、同年４月から

60 年２月までの保険料については全額申請免除とされている。 

申立期間①について、申立人は、昭和 54 年７月頃、国民年金加入手続時に

免除申請を行い、遡って保険料を免除してもらったとしているものの、当時の



保険料免除制度は、免除の申請のあった日の属する月前の直近の基準月（本事

案においては、同年４月）以降が承認される期間とされていたことから、国民

年金の加入手続を行ったとする同年７月頃に、遡って申立期間①の保険料に係

る免除申請を行うことはできず、申立人の主張は不合理である上、国民年金被

保険者台帳（マイクロフィルム）においても申立期間①の保険料は未納とされ

ている。 

また、申立期間②のうち、昭和 54 年４月から 59 年３月までについて、申立

人は、国民年金の加入手続後、54 年４月から同年７月頃までの保険料をまと

めて納付し、同年８月頃から 59 年３月までの保険料は、毎月納付書により自

分で納付していたように思うとしており、免除申請は当該期間においては一度

も行っていないとしているものの、ⅰ）当時のＡ市における保険料の納付周期

は原則３か月単位であった上、申立人は保険料の納付金額について覚えていな

いとしているため、保険料の納付状況の詳細は不明であること、ⅱ）申立人に

係る国民年金被保険者台帳によれば、オンライン記録と同様、昭和 54 年度の

保険料は未納とされ、55 年度から 58 年度までの保険料は免除されていたこと

が確認できること、ⅲ）同市の国民年金被保険者名簿においても、当該期間の

保険料は未納又は免除とされており、保険料が納付された形跡は見当たらない

こと、ⅳ）免除されていた期間については、免除申請の承認後は申立人に対し

て納付書が発行されていなかったものとみられることを考え合わせると、申立

人が申立期間②のうち、54 年４月から 59 年３月までの保険料を納付していた

と推認することはできない。 

さらに、申立期間②のうち、昭和 59 年４月から 60 年２月までについて、申

立人は、妻が一緒に保険料を納付してくれていたはずであるとし、妻だけが納

付済みとされているのは納得できないとしているところ、妻については、59

年５月頃に国民年金の加入手続が行われ、その後、免除申請は行われずに、お

おむね３か月ごとに当該期間の保険料が納付されていたことが確認できる。し

かしながら、当該期間の保険料を納付したとする妻は、送付されてきた納付書

により、近くの金融機関で保険料を納付したことは記憶しているものの、納付

金額や納付周期の記憶は無く、当該期間に係る保険料の納付状況の詳細は不明

である上、オンライン記録における免除申請の処理状況によると、申立人につ

いては、当該期間の保険料の免除申請が行われ、承認されていたことが確認で

き、不自然な処理は見当たらないことから、免除申請が行われていない妻とは

状況が異なり、妻が申立人の保険料を一緒に納付していたと認められる事情ま

では見いだすことはできない。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらず、申立人が申立期間①の保険料を免除されていたこと、及び申立期間

②の保険料を納付していたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿、日記等）

は無く、ほかに申立期間①の保険料を免除されていたこと、及び申立期間②の



保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を免除されていたものと認めるこ

とはできない。また、申立期間②の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

   



愛知国民年金 事案 3543 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年２月から７年５月までの期間、同年７月、同年８月、同年

11 月及び９年 11 月の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年２月から７年５月まで 

             ② 平成７年７月及び同年８月 

             ③ 平成７年 11 月 

             ④ 平成９年 11 月 

    私は、会社を退職した平成９年３月か同年４月頃に、社会保険事務所（当

時）から国民年金保険料の未納分の納付書が送付されてきたので、その納付

書により、古いものから順番に、ほぼ毎月、銀行か郵便局で１万 2,800 円ぐ

らいの保険料を納付した。同年 11 月の保険料についても、いつ納付書が送

付されてきたのかは覚えていないが納付したはずなので、申立期間の保険料

を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退職した平成９年３月か同年４月頃に、社会保険事務所か

ら送付されてきた納付書により未納分の国民年金保険料を納付し、同年 11 月

の保険料についても、納付書が送付されてきた時期は不明であるが、保険料を

納付したとしている。 

しかしながら、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、国民年金被保険者資

格の取得及び喪失欄には取得及び喪失日の記載とともに「９.６.４」との押印

が確認できることから、平成９年６月頃に初めて申立人の国民年金加入手続が

行われ、その加入手続の際に、国民年金被保険者資格取得日を６年＊月（20

歳到達時）とする事務処理が行われ、同時に、国民年金被保険者となることが

できない厚生年金保険被保険者期間を除外するために８年４月１日国民年金

被保険者資格喪失及び９年３月１日国民年金被保険者資格取得の事務処理が



行われたものとみられる。この加入手続時期を基準とすると、申立期間①のう

ち、６年＊月から７年４月までの保険料については既に２年の時効が成立して

いたことから、申立人に対して納付書が送付されることは無かったものと考え

られる。 

また、申立期間①のうち、平成７年５月及び申立期間②から④までの期間の

保険料については、オンライン記録及びＡ市の国民年金被保険者名簿のいずれ

においても未納とされており、これら記録に食い違いは無い。 

さらに、申立期間①から④までの保険料を納付したとする時期は、基礎年金

番号制度導入（平成９年１月）以後となり、この制度導入後は、同番号に基づ

いて被保険者記録の管理、保険料の収納事務の電算化が一層図られてきている

ことから、金融機関を通じて申立期間①から④までの保険料を複数回にわたり

納付していたにもかかわらず、そのいずれもが年金記録から欠落したとは考え

難い。 

加えて、申立人に対して基礎年金番号制度導入前に国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡は見当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付してい

たことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3544 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 45 年３月まで 

    私は、昭和 50 年 10 月頃、Ａ町役場の職員二人が、私と夫が経営していた

店に来て、「国民年金に遡って入ってください。昭和 36 年度から今日（昭

和 50 年９月）までの保険料を納付してください。」と言われ、店を大きく

した時期だったので夫の分と合わせて 14 万 5,000 円を納付したことをはっ

きり記憶している。夫と共に申立期間の保険料を納付したにもかかわらず、

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年 10 月頃、Ａ町役場の職員二人が、申立人及びその夫が

経営していた店に来て、「国民年金に遡って入ってください。昭和 36 年度から

今日（昭和 50 年９月）までの保険料を納付してください。」と言われ、夫の保

険料と一緒に 14 万 5,000 円を納付したとしているところ、当該期間の夫婦の

保険料について、第２回特例納付等を利用して納付するために必要な金額を合

計すると 31 万 500 円となり、申立人の主張する金額とは符合しない。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿、オンライン記録及び申立人の国民年金

手帳記号番号前後の任意加入被保険者の資格取得状況から、申立人の同記号番

号は昭和 51 年１月頃にＡ町において夫婦連番で払い出されており、この頃に

申立人の加入手続は行われ、その際に遡って被保険者資格取得日を 36 年４月

１日とする事務処理が行われたものとみられる。申立人及びその夫は、この加

入手続時点においてそれぞれ 39 歳と 43 歳であり、60 歳に到達する前月まで

に国民年金の老齢給付の受給資格（300 か月）を得るためには、夫婦の年齢を

考慮すると、当時、最低でも申立人については 46 年＊月以降、夫については

43 年＊月以降の保険料を遡って納付する必要があったところ、申立人及びそ



の夫の保険料については、それぞれ昭和 45 年度と 42 年度以降が納付済みとさ

れていることから、申立人は、上記の受給資格を得るためにおおむね必要な期

間の保険料を納付したことがうかがえる。 

さらに、申立人及びその夫の国民年金被保険者台帳によると、申立人は昭和

45 年４月から 48 年３月まで、夫は 42 年４月から 48 年３月までの保険料につ

いて、第２回特例納付を利用して納付されたことが確認でき、併せて、昭和

48年度及び49年度の保険料がいずれも過年度保険料として納付されたことが

確認できる。これら夫婦二人分の納付された特例納付保険料及び過年度保険料

のほか、現年度保険料（50 年４月から同年９月までの分）の合計金額は、14

万 8,500 円であり、申立人が納付したとする金額 14 万 5,000 円と近似してい

ることから、申立人は、これら期間の保険料納付の記憶と混同している可能性

が考えられる。 

加えて、国民年金被保険者台帳及びＡ町の国民年金被保険者名簿を見ると、

いずれも申立期間の保険料は未納とされており、オンライン記録との食い違い

は無い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知（静岡）国民年金 事案 3545 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 10 年４月から 12 年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

また、平成 12 年４月から 13 年３月までの国民年金保険料については、 学

生納付特例により納付猶予されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10 年４月から 13 年３月まで 

    私は、申立期間当時、学生でＡ市に居住していたが、住民票の住所は実家

のＢ市に置いたままだった。このため、毎年、母親が同市役所において国民

年金保険料の免除申請をしてくれていた。申立期間の保険料は免除してもら

っていたはずなので、保険料が免除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿及びオンライン記録によれば、申立人の国民年

金加入手続は平成７年７月頃にＡ市において行われたとみられ、20 歳に到達

した同年＊月から 10 年３月までの期間については全額申請免除期間とされて

いることが確認できることから、この加入手続時期を基準とすると、申立期間

のうち、同年４月から 12 年３月までの保険料については免除申請を行うこと

が可能であり、同年４月から 13 年３月までについては、12 年４月に学生に対

する免除申請制度は廃止され、学生納付特例制度が施行されたことに伴い、学

生納付特例申請を行うことが可能であった。 

しかしながら、申立期間に係る保険料の免除手続を行っていたとする母親は、

申立期間に係る保険料の免除申請及び学生納付特例申請を行った時期、保険料

の免除申請等の回数及び保険料の免除申請等に係る承認通知書又は却下通知

書の受領の有無についての具体的な記憶は無く、毎年、申立期間の保険料の免

除申請等を行ったかどうかも定かではないとしているなど、申立期間に係る保

険料の免除申請手続及び学生納付特例申請手続の詳細は不明である。 

また、申立人は、申立期間当時、学生でＡ市に居住していたが、住民票の住



所は実家のＢ市に置いたままだったため、母親が同市役所において申立期間に

係る保険料の免除手続を行っていたとしているところ、申立人の戸籍の附票及

びオンライン記録によれば、申立人は平成 11 年４月に同市からＡ市へ転居し

ていることが確認できる。このため、申立人がＢ市からＡ市へ転居した同年４

月以降は、母親がＢ市役所において申立人の保険料の免除申請及び学生納付特

例申請を行うことはできなかったものと考えられる。 

さらに、オンライン記録における免除申請及び学生納付特例申請の処理状況

によれば、申立期間直前の平成７年＊月から 10 年３月までの期間については

免除申請年月日、承認期間、処理年月日が確認できるものの、申立期間につい

ては免除申請年月日、学生納付特例申請年月日、承認期間、処理年月日の記録

は無く、記録の訂正及び取消し等の不自然な事務処理が行われた形跡も見当た

らない。 

加えて、申立人の戸籍の附票及びオンライン記録によれば、申立人は申立期

間のうち、平成11年４月から13年３月までの期間については、上述のとおり、

Ａ市に居住していることが確認できるが、同市の国民年金被保険者名簿におい

ても、当該期間の保険料が免除されていた形跡は見当たらない。 

このほか、申立期間は平成９年１月の基礎年金番号制度導入後であり、国民

年金記録管理業務のオンライン化等、事務処理の機械化が進んでおり、記録漏

れ、記録誤り等が生じる可能性が少なくなっているところ、申立期間の保険料

が全て免除されるためには、保険料の免除申請及び学生納付特例申請を合わせ

て３回行う必要があるが、行政側が連続して特定の被保険者の保険料の免除手

続及び学生納付特例手続に係る事務処理を誤ったとは考え難い。 

その上、申立人が申立期間の保険料を免除されていたこと、及び学生納付特

例により納付猶予されていたことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間の保

険料を免除されていたこと、及び学生納付特例により納付猶予されていたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が平成 10 年４月から 12 年３月までの国民年金保険料を免除され

ていたものと認めることはできない。また、同年４月から 13 年３月までの国

民年金保険料を学生納付特例により納付猶予されていたものと認めることは

できない。 

 

  

 




